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大規模空間を持つ建築物の吊り天井の脱落対策の徹底について 

 
平素より建築行政の推進にご尽力を賜り、誠にありがとうございます。 
建築基準法においては、東日本大震災等における天井の脱落被害を踏まえて、天井の安全性を

確保するため、脱落によって重大な危害を生ずるおそれのある特定天井について、天井脱落対策

に係る基準を定めるとともに、天井の劣化及び損傷の状況について定期的な点検及び報告を求め

ています。 
昨年 1 月に発生した令和 6 年能登半島地震の発生を受けて、国土技術政策総合研究所及び国立

研究開発法人建築研究所が天井に関する被害情報のあった建築物を対象として実施した調査にお

いては、天井の全面的な脱落被害は確認されませんでしたが、天井板の損傷や落下、鋼製下地材

の外れ等の被害が確認されました。また、関係団体が令和 6 年能登半島地震の被害を受けた地方

公共団体からの依頼を受けて実施した公共建築物（いずれも震度 5 強以上を観測した地域に存す

る建築物）の調査においても、天井の全面的な脱落被害は確認されませんでしたが、外観からは

無被害に見える天井において、天井裏では天井を支えるクリップの外れや吊りボルトを固定する

ナットの緩みなどの損傷の状況が確認されました（別紙 1 参照）。 
これらの調査結果からも分かるとおり、大きな地震動を受けた吊り天井は、外観からは大きな

被害が確認されない場合であっても、天井裏においてはクリップの外れやナットの緩みなどの天

井を実質的に支えている部材の損傷が生じている場合があります。仮にこのような状態にある天

井の改修等の対策を行わなかった場合、次に大きな地震動を受けた際には、天井の脱落につなが

り、最悪の場合は人命などに大きな被害を及ぼす危険性があります。 
このため、大規模空間を持つ建築物の吊り天井については、下記のとおり、通常の定期的な点

検時だけではなく、大きな地震動を受けた際にも緊急的に天井裏を含めた点検を行い、安全性を

確認することが必要です。また、既存不適格の特定天井の改修を促進するため、令和 6 年度補正

予算において、住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業）及び建築物耐

震対策緊急促進事業の特定天井の改修に係る補助上限額の引き上げなどの見直しを行いました。 
貴職におかれては、大規模空間を持つ建築物の吊り天井の脱落対策を徹底するため、該当する

施設を所有、管理している関係部局及び関係機関等に対して本事務連絡を周知していただくとと

もに、貴管内の特定行政庁及び市町村に対してもこの旨周知いただくよう併せてお願いします。 
なお、本事務連絡に基づいて実施した点検及び対策の報告や集計を求めるものではないことを

申し添えます。 
  



 

記 
 
第１ 天井の点検の実施について 

１ 大きな地震動を受けた建築物の天井の緊急点検 

令和 6 年能登半島地震をはじめとして大きな地震動を受けた建築物の天井については、次

に従って、緊急的に点検等の対策を行ってください。 
（１）緊急点検の対象とする地域 

点検の対象とする地域は、震度 5 強以上の地震が観測された地域とします。 
なお、過去に発生した地震については、気象庁の震度データベース検索により県別・観

測点別に確認することが可能です。 
震度データベース検索の URL：https://www.data.jma.go.jp/eqdb/data/shindo/ 

 
（２）緊急点検の対象とする建築物の部分 

点検の対象とする建築物の部分は、（１）の地域に存する建築物の部分であって、建築物

の大規模空間（天井高 6m 超の部分が面積 200m2 超ある空間）となっている部分のうち、

吊り天井が設置されている部分とします。 
 

（３）調査方法 
参考資料「特定天井の定期調査について（技術的助言）」（平成 27 年 1 月 13 日国住指第

3740 号）（以下「助言」という。）の「２ 留意事項」に示した調査方法及び判定方法に基

づいて、点検を実施することが考えられます。 
なお、助言中にある「双眼鏡等の機器を用いる場合や、カメラ等により撮影した画像を

目視する場合」には、「ドローンに搭載された双眼鏡等の機器を用いる場合や、カメラ等に

より撮影した画像を目視する場合」も含まれることを申し添えます（以下同様）。 
 

２ 天井の定期的な点検 

１以外の地域に存する大規模空間を持つ建築物の吊り天井についても、建築基準法第 12 条

第 1 項又は第 2 項に基づく定期的な点検を行う際には、助言に基づいて実施するよう改めて

お願いします。 
 
第２ 特定天井の改修の促進について 

既存建築物に設置されている特定天井であって既存不適格となっているもののうち、災害時

に重要な機能を果たす建築物等に設置されているものについては、脱落によって特に重大な危

害を生ずるおそれがあるため、住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事

業）又は建築物耐震対策緊急促進事業を活用いただき、速やかに耐震対策を講じていただきま

すようお願いします。 
なお、令和６年度補正予算において、住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐

震改修事業）及び建築物耐震対策緊急促進事業の天井の耐震改修工事に対する補助限度額を引

き上げるなどの見直しを行っていますので併せて情報提供いたします（別紙 2 参照）。 
 

以上 



別紙１ 

令和 6 年能登半島地震後の調査で明らかとなった天井損傷の状況 

 

  
クリップの外れ クリップのゆるみ 

  
ねじの外れ ナットの外れ 

写真提供：日本耐震天井施工協同組合（ＪＡＣＣＡ） 

 
 

 

（参考）過去の地震時における天井脱落被害 

 

 

 

音楽ホールにおける天井等の脱落  

 

 



天井の耐震改修（住宅・建築物安全ストック形成事業）

■ 内容

（１）天井のみの耐震改修工事（平成25年度予算より補助対象化）

○ 対象となる天井

➢ 設置されている建築物が次のいずれかであること
建物用途 ａ：固定された客席を有する劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会場等の用に供する建築物
建物用途 ｂ：災害時に重要な機能を果たす建築物（避難所に指定されている体育館、災害応急対策の実施拠点となる庁舎等）

➢ 設置されている建築物の延べ面積が1,000㎡以上
（幼稚園、保育所、地方公共団体等と災害時の活用等に関する協定等を締結している建築物は500㎡以上）

➢ 吊り天井であって、次の要件に該当するもの
・人が日常立ち入る場所（居室、廊下等）に設けられたもの
・６m超の高さにある200㎡超の天井であること
・１㎡当たりの平均質量が２ｋｇ超の天井であること

➢ 設置されている建築物の構造躯体が、地震に対して安全な構造であること

➢ 耐震診断※の結果、天井が脱落する危険性があること
※天井の耐震診断に要する費用は、耐震改修促進

計画等に定められた取組方針に基づき行うもの
であれば、交付対象とすることができる。

○ 対象費用

➢ 天井の耐震改修（撤去費用を含む。）工事費

国費 １１．５％ （避難所等については １／３）

左図のとおり

■ 目的

迅速な避難が困難となる固定された客席を有する劇場、避難所等震災時の機能確保・安全確保が特に必要な施設等について、天井の
改修を促進する。

（２）構造躯体と天井とを併せて耐震改修する場合の単価の設定

耐震改修の補助対象限度額に天井面積あたり耐震改修の内容に応じて上記 ①～③を限度として加算する。

補助対象

補助率

補助対象限度額（天井面積当たり）

建物用途 ａ 以外の
用に供する建築物

建物用途 ａ

固定された客席を
有する劇場等

80,000 円／㎡
400,000 円／㎡

① 天井の耐震改修 （②③を除く）

90,000 円／㎡② 構造計算が必要な天井の耐震改修

13,600 円／㎡
160,000 円／㎡ワイヤーの設置③ ネット等による

落下防止措置 64,700 円／㎡上記以外

＊平均天井高が10mを超える場合、高さ３m毎に3,150円を加算し、
屋根面の耐震改修工事と併せて実施する場合、9,460円を減じる。

別紙２



 



 



 


